
 

地域経済と産業動向 2010 年５月    

                
いずこへ泳ぐや鯉のぼり

鯉のぼりに象徴される端午の節句を迎える。いまでは「こどもの日」と表記される国民の祝日

は「こども」の人格を尊重するとともに、母への感謝を主旨としている。児童憲章では、国民総

意の申し合わせとして児童を社会の一員として尊重し、よい環境で育てよう、と謳っている。 

未来を担う子供達を育てるための手当て支給を控えた５月は、週末から始まる。こどもの日は、

ゴールデン・ウィークには欠かせない休日だ。本来的には、母の日へと続くこの季節こそ、母親

への感謝と子供を育む環境が思い起こされても良いはずだ。 

大阪・兵庫地区全体では、緩やかな人口変動が起きている。中心部への傾斜が高まり、全体と

しては阪神湾岸への偏りが生まれている。人口増加には、住みやすく、子供を育てやすい条件が

必要だ、というのが現実だろう。長期的には、地域の繁栄度は人口の移動状況に反映され、それ

は母親の選択眼に影響される時代が始まっている。 

 

大阪では西高の風が吹いている 
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万 大阪の人口は東大阪が減り、中心部で増加
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資料出所：大阪府

大阪を北部、中心部、南部と東部に分けて人口の増減を見ると、中心部への傾斜

傾向が見てとれる。北大阪地

域(吹田、高槻、茨木、摂津、豊

中、池田、箕面の各市と能勢、豊

能、島本町)と泉州地域(堺、泉

大津、和泉、高石、岸和田、貝塚、

泉佐野、泉南、阪南各市と忠岡、

熊取、田尻、岬町)は緩やかに増

加している。東大阪地域(守口、

枚方、寝屋川、大東、門真、四条畷、交野、八尾、柏原、東大阪の各市)は低落傾向にある。

中核の大阪市人口は５年前比較で1.4%増加したが、東大阪地域1.1％減少した。北

大阪地域は0.7%、泉州地域は0.5%の増加だった。大阪府全体の人口増減は横ばい状

態だ。全体は増えず、増えている地域と減っている地域が鮮明になっている。 

 

兵庫県は南西の風 

同じ傾向は兵庫県でも観察される。2004年１月以降の５年間で、中心となってい

る神戸市の人口が増加している一方で、郡部では減少し、全体としては横ばい状態
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にある。顕著に増加している

のは阪神地域。とりわけ、阪

神南地域(尼崎、西宮、芦屋の各

市)の湾岸３市では人口増加

率が、阪神北地域(伊丹、宝塚、

川西、三田各市と猪名川町)の増

加率を上回っている。大阪湾

に面した地域での増加率が

高く、内陸部は相対的に低い。 
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資料出所：兵庫県庁

兵庫県全体

神戸市

阪神北

阪神南

人口増加は湾岸へ傾斜している兵庫
2004年1月との比較

 

社会増は地域の総合力を反映している 
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資料出所：大阪府

自然増減

社会増減

社会増の勢いが翳ってきた大阪府

人口の増減は、出生死亡に伴う自然変動と、転入転出に伴う社会変動要因に分け

られる。一般に、都会地は社

会変動要因での増加効果が

大きい。だが、大阪では増加

最大月の増加力が低下して

きている。社会変動の原動力

は居住環境と職場や学校の

存在だ。居住環境は、豊かな

暮らしや子育ての容易さに

左右され、職場は地域の消費

力や仕事場への通勤利便性によって評価が定まる。社会因と自然因は緩やかに連動

している。 

 

自然増が大きい地域 
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自然増減は阪神域で活発 兵庫県で人口増加率が高

い地域では自然増効果が大

きい。阪神南地域で昨年1～

12月の自然増は111人だった

が、社会増は97人だった。同

じ時期に阪神北地域では自

然増84人に対して社会増が資料出所：兵庫県企画県民部
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138人だった。兵庫県全体では自然変動要因で98人減少し、社会変動要因で262人増

加したのとは対照的だ。産み、育てやすい環境の整備は、人口政策上の大きな課題

になってきている。 

 

女性有業率の高低は出生率に影響しているか 
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資料出所：就業構造基本調査、人口動態統計特殊報告
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妻が有業でも高出生率の地域は多い

先進諸国の先例では、女性の社会進出が高まれば、出生率が低下しがちだった。

これは女性有業率と出生率が

反相関することを意味する。

ただ、国内の県別に出生率と

婚姻女性有業率との相関を見

ると、有業であっても高い出

生率である地域が少なくない

ことが分かる。逆に、阪神間

諸都市では、有業率も出生率

も低いといえる。人口の自然

増加要因をなす出生率は婚姻

女性の有業だけに影響されていない可能性も考えられる。 

 

世帯構成の方が影響は大きい 
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資料出所：就業構造基本調査
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有業妻夫妻と子世帯→

末子が６歳未満の有業婚姻女性の家族構成を見ると、出生率が相対的に高い地域

では、夫婦とその親、子供の

３世代同居世帯が多いこと

が分かる。阪神間諸都市に代

表される有業婚姻女性の世

帯は、夫婦とその子供だけで

構成されている。このため、

末子が就学年齢未満の場合

には就業が困難である場合

が多い。これに対して、３世

代同居世帯の場合、家庭内分

業による子育てで、高い就業率と出生率を維持できる構造にあると推定される。核

家族化と、育児への社会的支援の度合いが、地域人口の自然増減を左右している可
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能性が大きい。 

 

自然増が刺激される要因はあるのか 
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世帯構成人員数は戻りつつある
３ヵ月移動平均で見た世帯構成人員

資料出所：総務省「家計調査」

人口の自然増減要因が世帯の世代構成に影響されているとすれば、世帯構成人員

の増加は出生率引き上げに

寄与してくるかも知れない。

大阪市、神戸市の平均世帯人

員は2007～08年にかけて低

下していた。しかし、昨年以

降は増加に転じつつある。大

阪での増加は、65歳以上人員、

神戸では18歳未満人員の増

加効果が大きい。他方で、世帯内有業人員の増減では大きな変化が見られない。い

ずれの形であっても、家庭内で相互扶助できる人員が増加している可能性がある。 

 

社会的受け皿整備はなおも必要 
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資料出所：厚生労働省「保育所の状況」

人口の維持もしくは増加には、世帯内での協力と同時に社会的な支援も必要だ。

比較が可能な2002年と2009

年の主要自治体における保

育所とその利用者数変動を

見ると、大阪府、兵庫県とも

に全体では施設数も利用者

数も減少している。湾岸の自

治体では逆の現象が観察さ

れる。これが、人口増加の結

果なのか原因なのかの評価

は容易ではない。西宮市では

環境整備が進んだのに待機

児童数は増加しているという現実がある。               （神保） 
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